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合いをしながら、ひとつ金武町との交流に結び

つけていただきたいなということをお願いを申

し上げたいと思いますが、市長から一言お願い

します。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。安部議員の

関連質問にお答えいたします。 

 議員おっしゃるとおり、もう20年来の、しか

も住民同士の交流でありますから、そういった

意味では非常に深いきずなが両地区であるとい

うことで、私どもも市全体として金武町と交流

するかどうかということについては、もう少し

検討していかなきゃいけなかったんじゃないか

なと思います。 

 ただ、やっぱりなかなか遠くて２年前でしょ

うか、３年前かな。20周年で、伊佐沢地区の方

もあんまり行けないんだそうです、やっぱり旅

費がかかるということで。１人当たり３万円ぐ

らいのたしか補助をさせてもらって、10人分ぐ

らいは子供たちの旅費を支援して終わったんで

すが、一方で金武町は財政的にも非常に豊かで、

もう１回いらっしゃるときに20人、30人とほと

んど地区の経費の負担で来れるということで、

ちょっとなかなかハンディがあるのかなという

ふうに私は思っておりました。伊佐沢地区のほ

うで市のほうにぜひ姉妹都市とかあるいは友好

都市とか、そういう交流をというような働きか

けも特にございませんでしたので、そこまでは

検討してなかったんですけども、ぜひ蒲生議員、

それから安部議員初め、フォーラムの皆様のご

提言でありますので、ぜひ伊佐沢地区と相談し

ながら今後検討してまいりたいというふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。以上

でございます。 

○渋谷佐輔議長 14番、安部 隆議員。 

○１４番 安部 隆議員 ありがとうございます。

ことしが23年ですから、２年後は25周年という

節目でありますので、その辺にあわせてひとつ

うまく交流が進んでいきますように、ひとつ努

力をしていただきたいというふうなことを申し

上げまして、１分残っておりますが、以上でフ

ォーラムの質問を終わりたいと思います。 

○渋谷佐輔議長 次に、政党代表質問を行います。 
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○渋谷佐輔議長 順位４番、議席番号８番、今泉

春江議員。 

  （８番今泉春江議員登壇） 

○８番 今泉春江議員 日本共産党の今泉春江で

ございます。日本共産党を代表し、内谷市長に

３つの質問をいたします。質問時間の制限があ

りますので、的確、簡潔にお答えください。 

 まず、第１はみずはの郷宅地分譲にかかわる

問題についてです。 

 この問題は昨年９月議会で安部 隆議員が取

り上げ、問題が明らかになりました。そしてこ

の問題を重く見た今泉義憲氏が市民からの強い

要請もあって、地方自治法第242条に基づき、

市民の権利として市監査委員に住民監査請求を

行いました。その内容は、宅地分譲に当たり、

特定の県宅建業協会長井に所属する17人の宅建

業者に違法、不当な手数料926万円を支払い、

市に損失を与えたとし、市長にその弁済を求め

てのものであります。 

 ところが、市監査委員はこの請求には理由が

ないとし、棄却しました。今泉氏はこの判定が

余りにも・・・・・・・・・不公正なもので・ 

・・・・・、２月22日、山形地裁に市の手数料

違法支払いの弁償を市長に求める住民訴訟を起

こしました。この問題は法的に違法をただすと

ともに、長井市の市政問題として政治の面から

も徹底的に解明されなければなりません。 

 そこで市長に伺います。その１つは、そもそ
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も市と宅建業者との間で宅地販売について販売

契約、売買契約がなされていないという問題で

す。市は宅建業法の適用を受けません。しかし、

宅建業者は適用を受けます。宅建業者が宅地・

建物を売買するには、まず第一に売り主との間

にその宅地・建物を媒介で販売するのか、代理

で販売するのかを明確にし、書面で記名、捺印

した売買契約書を交わすことが義務づけられて

います。これは宅建業法第34条の２、第34条の

３となっております。これに違反すれば業者は

１年以内の期間で業務の全部または一部の停止

処分を受けます。そのはずです。この契約がな

ければ他人の土地を宅建業者が勝手に売ること

になるからです。 

 ところが、実際にはこの販売契約書はありま

せん。今泉氏が情報公開条例で市と業者との間

で結んだ契約書の提出を求めましたが、提出さ

れた書類には宅地の販売を依頼する肝心の販売

契約書はありません。出されたのは重要事項説

明書と市と買い主が結ぶ売買契約書の作成、説

明、押印などを委任する契約書だけです。 

 また、業者が市に提出した重要事項説明書の

取引態様の欄に媒介と記入した業者が13人、代

理と記入した業者が14人、何も記入しなかった

業者が２人とまちまちの記入をしています。な

ぜこのようなことが起こるのか。それは市との

間に販売契約がなかったからであり、その明ら

かな証拠なのです。 

 さらに９月議会の安部議員の質問に、市は業

者に媒介を依頼したと答弁しています。しかし、

監査委員の事情聴取では実は代理契約だったと

言いかえています。販売契約書を交わしていれ

ばこんなことは絶対起こり得ません。これを見

ても市は宅建業者との間で法に基づく販売契約

を結んでいないと思いますが、どうでしょうか。 

 監査判定は重要事項説明書と土地売買契約書

の作成と説明は不動産売買が成立した結果行う

ものであるから、不動産売買も委任していると

考えるとしています。しかし、これは宅建業法

第34条を無視した・・・・・・・・・・・。そ

れでも販売契約をしたというのであれば、その

契約書を提示してください。以上、明確な答弁

を求めます。 

 次に、市が宅建業者に支払った手数料の問題

です。 

 宅建業法では業者が手数料をもらえるのは、

１、さきに上げた売り主との間でその土地・建

物を販売する契約を結ぶこと、２、業者はその

販売契約に基づいて売るための宣伝、買い手探

し、値段の交渉など、実際に販売の努力をする

こと、３、その努力で契約が成立することの３

要件が必要です。 

 ところが、１の販売契約書がありません。つ

まり、市は業者に販売を依頼していないことに

なります。したがって、そもそも販売手数料を

支払う理由が発生しません。２についても、そ

の業務は市がやっており、業者はしていません。

監査判定では業者が日常の経験を生かし、売り

主と買い主を結びつけた、その日常の経験、努

力全体が報酬の対象になると認定しています。

しかし、実際は市の窓口で受け付けたものを市

が業者に通知し、業者は市から委任された重要

事項説明書と市と買い主との売買契約書の作成

と説明、押印をしただけです。これは２でいう

販売行為とは言えません。この程度の業務に代

理売買をして成功した場合に支払う最高限度の

６％もの手数料を支払うのはまさに違法です。 

 また、報酬は契約した一つ一つの物件につい

て具体的な努力に対して行われるものであり、

業者の日常業務一般に支払われるものではあり

ません。この点からも報酬の支払いは違法です。

また、媒介をした場合、依頼者の一方からもら

える報酬の限度額は３％と定められています。

国土交通省告示です。ところが、媒介をしたと

申告した業者も代理契約をした場合と同じく

６％の報酬を支払っており、この点も違法です。 
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 以上、市が宅建業者に支払った手数料がいか

に違法なものであるかを示しましたが、どうで

しょうか。間違っているなら根拠を上げて明確

にお答えください。 

 次に、市が買い主からは手数料は取らず、市

が負担すると買い主にも言い、公言しながら実

は土地代に含め、全額買い主に負担させていた

問題です。 

 監査委員は、売買は信義則に基づいて行われ

たもので有効であると認定しています。しかし、

これは信義どころから買い主をだまし、欺いた

背信行為そのものではありませんか。しかも１

区画平均32万円、合計で926万円という高額な

負担です。何が信義でしょうか。しかも監査判

定では手数料は買い主が負担したので、市の損

失はない。したがって、監査請求は理由がなく、

棄却するとしています。・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 買い主はこれを承知の上で、しかも直接業者

に手数料を支払ったのではありません。土地代

金として市に納め、市はそれを市の会計に入れ、

市の会計から業者に手数料として支払っている

のです。しかもそれが違法、不当な支出となれ

ば市に損害を与えたことは明瞭です。市長はこ

れをどう考えますか。買い主に欺いたことをお

わびし、不当に負担させた手数料を返却すべき

ではありませんか。明確にお答えください。 

 このほか数々の違法、不当がありますが、今

回は以上、主要な点を上げました。市は市民を

欺いてはなりません。まして法律を犯してはな

りません。間違いがあったら謙虚に反省、謝罪

し、それを補う措置を講ずるべきです。市長の

見解をお聞きします。明快にお答えください。 

 次の質問です。ヨークベニマル撤退について

です。 

 ヨークベニマル長井店が２月21日をもって閉

店、撤退となりました。市民にとっては中心市

街地にあり、食品、日常品、衣類などが販売さ

れており、大変便利な店舗でしたが、閉店とな

り、特に高齢者や車や自転車に乗れない方々は

買い物難民と言ってもいい状態が生まれてしま

いました。毎日のように多くのお客さんが閉店

の後の心配をしながら買い物をしていました。

従業員の方々は多くのお客様から閉店後の買い

物の心配など、今までお世話になったことのお

礼の言葉など、ふだんは話などしないのに閉店

ということで声をかけられていました。そのた

め従業員は私たちは経営者ではないが、お客様

の要望に応えられないことに申しわけないと思

っており、お客様の気持ちを思うと涙が出ます、

本当にお世話になりましたと話されました。私

はそんな従業員の言葉を聞いたとき、買い物を

するお客さんだけではなく、従業員の方たちも

大変な思いをして閉店を迎えているのだと痛感

しました。 

 閉店日の２月21日は閉店を惜しむ多くの買い

物客が来店していましたが、話すことはやはり

最後だな、これからどうしようか、困るな、何

とか同じようなお店が来てほしいなどと口々に

話されていました。また、閉店後も、困った、

買い物難民になってしまいました、長井市でも

何とかしてほしいと、こちらも口々に話され、

現実に買い物難民ともいうべき方々が生まれて

しまいました。また、テナントの経営者は早く

営業ができるようにしてほしい、従業員もいつ

までもこのままにしてはおけないと心配してい

ます。 

 ヨークベニマル長井店は中心市街地にあり、

27年間営業してきたお店でもあり、長井市にと

って重要な役割を果たしてきており、企業とし

ても貢献してきました。しかし、このお店の出

店により多くの個人のお店が影響を受け、廃業

や売り上げが減ってきたことも現実にあります。

また、長年、多くのお客様に利用していただい

たお客様の気持ちを思いますと、ヨークベニマ

ルは企業としての責任もあると思いますが、し
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かし、企業は利潤追求が第一です。利益が上が

らなければ撤退するのが常道になっています。

ですから、これらを見据えた対策が必要なので

す。困ってばかりで何も対策がないのでは、市

民の生活を守ることができません。 

 そこで方向性が決まるまで、市民の要望、特

に高齢者、車や自転車に乗れず、買い物が困難

な方々への対策として提案をしたいと思います。

それは現在走っている市営バスを利用して買い

物をしていただく案です。館町南の郊外の大型

店が集まるところや北の大型店まで現在運行し

ている市営バスを利用していただきます。もち

ろん現在も走っていますが、市営バスは100円

で市内を循環しています。買い物となると往復

200円がかかります。ですが、買い物のたびに

200円は大変です。せっかく売り出しで安くな

ってもバス賃がかかります。そこで片道分100

円をお客さんが負担し、残り片道分の100円は

市が50円、お店、大型店が50円と負担して、市

民の方は往復100円のバス賃で買い物ができる

ようにしてはどうでしょうか。それぞれが負担

をします。お店は1,000円以上の買い物などと

条件を出して限定してもいいかと思います。バ

スで行く大型店で協力していただければ、ここ

へのバス賃などの利便性を提供してもお店でも

バス賃を負担するのですから、他のお店への不

平等性はないと思います。お店にとっても売り

上げアップにつながると思います。とりあえず

方向性が決まるまでですので、期限を切って大

型店に協力していただくようにお願いされては

いかがでしょうか。市はこのことを至急に検討

すべきだと思います。 

 12月議会でも質問しておりますが、その後３

カ月が経過しております。さまざまな話があり、

市民は困惑しております。長井市のまちなかの

明かりがなくなり、にぎわいもなくなり、中心

市街地活性化に大きく影響します。事実、閉店

後のまちなかは車の往来も極端に少なくなり、

人通りもなく、ひっそりとしています。今後、

長井市として多くの市民の要望にどのように応

えていくのか、この間どのような動きがあった

のか、どうなさるのか、しっかりした方向性や

お考えをお聞かせください。 

 次の質問です。市民の健康づくりについて質

問いたします。 

 ２月９日の山形新聞に掲載されていた記事で

すが、2016年度から５年間の次期県食育、地産

地消推進計画について協議する第１回会合が開

かれ、その中で食生活の見直しやライフスタイ

ルの多様化に応じた食育の推進などを柱とする

骨子案を県が提示しました。学校給食を通した

食に対する指導の充実、減塩の重要性を啓発す

る研修会の開催、食文化に精通した人材の育成、

また１日当たりの食塩摂取量、運動習慣がある

人の割合などの新たな数値目標を設定する方針

を示しています。この計画を５月にも策定する

としています。そうなれば県民の健康づくりが

大きく進むと期待しているところです。 

 そこで長井市の健康づくりについてお伺いし

ます。長井市では食生活を中心に健康づくりの

活動をしている食生活改善推進協議会があり、

現在128名の会員が食生活改善推進員として、

市民の健康づくりに取り組んでいます。その活

動は各世代に合った食育活動の推進、健康日本

21の目標に向かって健康寿命の延伸に努めるた

め薄味習慣の減塩運動や運動習慣の定着、また

地産地消の推進など、多くの事業に取り組み、

ボランティアで頑張っておられます。 

 2015年度版日本人の食事摂取基準の中に示さ

れている生活習慣病の予防を目的とした塩分摂

取目標は、18歳以上の男性が１日8.0グラム、

女性は7.0グラム未満が基準とされています。

長井市の協議会ではその目標に向け、長年減塩

運動に取り組んできました。昨年、協議会では

長井市の塩分摂取や野菜摂取の調査にも取り組

み、その結果もまとめられました。塩分調査の
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結果は、みそ汁を提供していただき、平均塩分

濃度が0.83％、みそ汁150cc当たりの塩分量が

1.24グラムとなっています。これは長年の減塩

運動の取り組みの成果で、市民の中に薄味の習

慣ができている数字だと思います。今後さらに

食生活改善推進協議会の減塩運動は進むものと

思います。そのためにも会員の方々の活躍に大

きく期待するものです。 

 また、このたびの県の計画が策定されれば、

食生活改善推進員の方々の活動がさらに重要に

なってくるのではないでしょうか。長井市とし

て食生活改善推進協議会の活動を重視し、強力

にバックアップしていくべきではないでしょう

か。３年前に長井市からの委託料が５万円から

10万円にアップいたしました。会員は大変喜び、

活動の大きな励みとなりました。こちらは大き

く評価させていただきます。しかし、会員は会

費を協議会に納め、さらに各地区でも会費を自

主的に集め、活動に充てています。今後、県の

計画も予定されていますが、事業の取り組みが

順調にいくようにさまざまな面でバックアップ

いただければと思います。会員をふやすために

も今後どのような支援が可能か伺います。 

 また、長井市の糖尿病患者の１人当たりの医

療費が男性は13市で１位、女性は13市で２位、

１人当たりの受診率は男女とも１位と報告され

ました。32市町村の中でも２位や４位となって

おり、非常に危惧される結果が報告されていま

す。糖尿病の予防や治療は毎日の食生活や運動

が大きく影響され、重要と言われております。

この予防のためにも食生活改善推進員の活動を

重視し、力を入れるべきです。さらに食改や乳

幼児、妊婦さん、子供たちや高齢者の栄養指導

など、さまざまな市民の健康づくりに栄養士の

指導やアドバイスが重要です。 

 ２年ぐらい前に県の栄養士会から管理栄養士

の正規職員としての採用との要望書が届いてお

りましたが、長井市はそのときも現在も臨時採

用となっております。そのときの資料では、県

内の管理栄養士の臨時採用は長井市だけでした。

管理栄養士の待遇も正規職員として採用すべき

です。そしてしっかりした体制づくりをなされ

ば、糖尿病１位からの脱却、改善、そしてあら

ゆる面での市民の健康づくりが大きく推進され

ると思います。市民の健康づくりが推進されれ

ば医療費の削減、健康寿命の延伸も期待されま

す。このことも含め、市民の健康づくりへのお

考えをお聞きいたします。 

 以上、壇上から質問を終わります。（拍手） 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 ただいまの今泉議員の一般質問

につきまして趣旨を確認したいため、反問の許

可をお願いしたいと思います。よろしいでしょ

うか。 

○渋谷佐輔議長 ただいまの今泉議員の質問につ

いて趣旨を確認したいため、反問の許可を要請

されました。申し出がありました反問について、

これを許可いたします。 

 なお、論点の整理、趣旨確認の範囲でお願い

いたします。 

○内谷重治市長 これから訴訟が始まるという状

況でございますので、第１点目のみずはの郷分

譲にかかわる問題についてでございますけれど

も、公表されました監査結果の中で触れられて

いるとおりお答えせざるを得ないというふうに

思いますが、ただいまの壇上でのご質問内容を

拝聴いたしますと、・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・とか

等々の発言でございましたので、そうしますと、

私は議場でございますので、訴訟の場で本来は
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争われるものの部分についてはお答えせざるを

得ないので、こういった住民監査請求に対して

監査の結果が出たわけですけども、・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・この趣旨はどういったことでしょうか。

以上です。 

○渋谷佐輔議長 ８番、今泉春江議員。 

○８番 今泉春江議員 市長は訴訟だからお答え

できないとおっしゃっておりましたが、このみ

ずはの問題については、今まで安部議員が９月、

それから12月にも質問しております。内容はほ

とんど同じだと思います。私はそれをもっと詳

しくしっかりした第34条の２とか３とか、詳し

くそれを申し上げておりまして、そして私は・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・これを質問

しております。私の言ってることは間違ってま

すでしょうか。今までの経過ということを市長

はどのようにお考えになってるのか、そこがち

ょっと今の反問でおかしいんじゃないかと思い

ますけども、訴訟だから、訴訟の部分をお聞き

してるわけではなくて、今までのみずはの郷の

宅地分譲に対しての経過、そしてこういうふう

になったことに対して、監査委員が監査判定を

なさったことに対して市長はどのようにお考え

になってるのかということをお聞きしたいとい

うことです。趣旨はそのことでございます。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 どういうふうに答えたらいいか

な。 

 結局訴訟で争われるべき論点について、今泉

議員はおっしゃってないということでございま

すが、・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・それについて本当はこれから裁判で争わ

れるべき内容でございます。それを議場で答え

るというのは、これはもう住民訴訟を起こされ

た以上は、これは当然答弁できませんので、し

たがいまして、その住民監査のことについて、

いろいろおっしゃったことについては、私は不

適切だと思いましたので、その趣旨がよくわか

らないという意味でございます。 

 したがって、ここは一般質問の場ですから、

だとしたら住民監査請求に関して監査委員にお

聞きになるべきことであって、・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・もう住民監査

請求でお答えするしかないんですね、今の段階

では。したがって、趣旨が明確ではないという

ことから、ちょっとその趣旨をお聞きしたかっ

たと。今までは確かに訴訟を起こされてない場

合は、住民監査で終わった場合だったらそこで

お話しできたわけでございますが、もう住民監

査請求ではなくて住民訴訟を起こしていらっし

ゃるわけですから、そのことについて議場で答

弁することは、今のご質問から聞いて非常に難

しいというふうに思ったので、その趣旨をお聞

きしたところでございました。 

○渋谷佐輔議長 ８番、今泉春江議員。 

○８番 今泉春江議員 訴訟ということですけど

も、訴訟というのはまた住民監査請求が棄却さ

れたということに基づいての訴訟ではございま

すが、訴訟の内容と今、私が申し上げました質

問は今までのみずはの郷の売買に関する質問で

すので、それをお答えできないということはお

かしいんじゃないでしょうか。訴訟とは別です。

今までのこの経過の中で内谷市長はどう思って

らっしゃるのかということをお聞きしておりま

す。市長が・・・・・・・・・・・・・・・・ 

とおっしゃいましたけども、まさにこれは本当

に・・・・・・・信義則に基づいてとおっしゃ

ってましたけども、信義則どころか本当に私た

ちが、私のような素人でも考えて、これは違法、

不当ということがはっきりしておりますので、

そのことについて今までの経過なり市長のお考

えをお聞きしたいということで質問をさせてい
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ただきました。・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ですけども、きょうは市長に質問をしておりま

すので、市長にお答えいただきたいと思います。 

（「議長」と呼ぶ者あり） 

○渋谷佐輔議長 １番、宇津木正紀議員。 

○１番 宇津木正紀議員 １番、議事進行。 

○渋谷佐輔議長 １番、宇津木正紀議員。 

○１番 宇津木正紀議員 市長は今泉春江議員の

発言に対して・・・・・・・というふうな発言

をして、そこでその回答が得られていないとい

うことで、議事進行であります。 

○渋谷佐輔議長 ただいま宇津木正紀議員から、

今泉春江議員の一般質問の発言内容について、

議事進行上の発言がございました。この発言の

取り扱いを協議するため、暫時休憩し、直ちに

議会運営委員会を開催します。 

 なお、再開はブザーをもってお知らせいたし

ます。 

 

 

   午後 ２時３４分 休憩 

   午後 ３時５０分 再開 

 

 

○渋谷佐輔議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 休憩中に議会運営委員会を開催し、先ほどの

宇津木正紀議員の議事進行上の発言の取り扱い

を協議いたしました。 

 宇津木議員の発言の趣旨は、今泉春江議員の

一般質問の中での不適切な発言内容の削除と謝

罪を要求するものであることを議会運営委員会

で確認いたしました。その上で今泉春江議員か

ら、先ほどの一般質問の中での発言を取り消し

及び訂正し、謝罪したい旨の申し出があります

ので、これを受け取ることといたしました。 

 ８番、今泉春江議員。 

○８番 今泉春江議員 日本共産党の今泉春江で

ございます。 

 ただいま議事進行がかかりましたことについ

てご意見を申し上げます。 

 再開が困難となれば議事進行というか、議会

の進行に困りますので、ここは不本意ではあり

ますが、３点について私は訂正したいと思いま

す。強い言葉で申し上げましたので、おわびを

申し上げ、訂正いたします。 

 １点です。「この判定が余りにも・・・・・ 

・・・・不公正なものではない・」ということ

で、「・・・・・・・・・」ということを削除

いたしまして、「不公正なものではないです

か」ということに訂正いたします。 

 そして２番目です。「しかし、これは宅建業

法第34条を無視した・・・・・・・・・・・」

と申し上げました。「・・」を削除いたしまし

て、「第34条を無視したものではないですか」

と訂正させていただきます。 

 そして３番目です。「・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・」

と申し上げた部分は削除をさせていただきます。 

 以上、おわびいたし、訂正を申し上げます。 

○渋谷佐輔議長 それでは、会議規則第65条の規

定に基づき、今泉春江議員からの申し出があり

ました発言の取り消し及び訂正を許可すること

にご異議ございませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渋谷佐輔議長 ご異議なしと認めます。 

 よって、発言の取り消し、訂正を許可するこ

とに決定いたしました。 

 それでは、今泉春江議員の市政一般に関する

質問を続行いたします。 

 当局の答弁を求めます。 

 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 今泉春江議員からいただきまし
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た３点につきましてお答えを申し上げます。 

 まず最初に、みずはの郷分譲にかかわる問題

についてでございます。議員からは、市と宅建

業者との間で宅地販売について販売契約、売買

契約がなされていない問題、また市が宅建業者

に払った手数料の問題、そして市が買い主から

手数料は取らず、市が負担すると買い主に言い、

公言しながら実は土地代に含め、全額買い主負

担にさせていた問題ということをご質問をいた

だきました。 

 みずはの郷の分譲に関する件につきましては、

今泉議員が先ほどお話しされたとおり、11月27

日に住民監査請求がなされまして、１月25日に

結果が公表されました。その後、２月22日に住

民訴訟が起こされ、昨日、山形地方裁判所から

第１回口頭弁論期日呼び出し状及び答弁書催告

状が訴状とともに届きましたが、内容を精査し、

今後の対応について検討していくところでござ

います。これから訴訟が始まるという状況でご

ざいますので、公表されました監査結果の中で

触れられているとおりお答えいたします。 

 まず最初に、市と宅建業者との間で宅地販売

について販売契約（売買契約）がなされていな

いとのことでございますが、公表された監査結

果の第３、監査の結果、（１）監査委員が確認

した事実の⑧におきまして、「市は宅建業者そ

れぞれと重要事項説明書と土地売買契約書の作

成と内容説明業務を委任する契約を締結してい

る。また、市は宅建業者それぞれと買い主との

売買契約に係る手続等についても契約している

が、その中で市が宅建業者に土地売買代金の

６％を手数料として支払うことを明記してい

る」と事実の認定をしていただいております。

長井市といたしましては、この契約を今泉議員

のおっしゃる必要な契約と考えております。 

 次に、市が宅建業者に支払った手数料につい

てでありますが、こちらも先ほどの事実認定が

ございます契約に基づいてお支払いをしたもの

ですので、違法な支出があったとは考えており

ません。 

 最後の３点目、市が買い主から手数料は取ら

ず、市が負担すると買い主に公言しながら実は

土地代に含め、全額買い主負担をさせていたと

のことですが、当時、担当課では宅地の造成分

譲に要した費用は土地の販売代金をもってその

費用を充てることが通例であると考えており、

買い主に対する詳細な説明が不足しておりまし

た。公表された監査結果の第４、意見の④で

「買い主に対して販売代金の中に宅建業者の手

数料が含まれていることについての詳細な説明

が欠けていたことは遺憾である」とあるとおり、

この点につきましては、行政として反省すべき

点であると考えております。しかしながら、詳

細な説明が足りなかったことをもって手数料の

支出が違法なものであったとは考えておりませ

ん。 

 続きまして、質問の２点目、ヨークベニマル

の撤退についてでございます。議員からは、高

齢者、自転車、車に乗れない方の要望にどう応

えるか。現在の市営バスを利用して買い物をし

ていただくというご提案でございます。往復

200円かかるものを100円を本人が、そして50円

を大規模店舗で、そして50円は市の負担という

支援ができないかというような提案でございま

す。 

 市営バスの運行においてそのルートの変更、

料金変更などは長井市地域公共交通会議、これ

は会長を副市長がしておりますが、この議論を

経て運輸局への届け出が必要になっております。

高齢化に伴う交通弱者の増加、高齢者の自転車

運転事故の多発などの背景があり、今後市営バ

スの必要性は高まると思料されます。現在の市

営バスにおいては一昨年に大きな見直しを行い、

昨年もご利用者の要望にお応えし、運行ルート

などの一部見直しを行っています。しかし、こ

れまで生活移動に自家用車を利用していた方に
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とってバス利用になれてないせいか、利用者数

はまだまだ想定に至ってない状況でございます

が、ミニデイサービスで利用促進を呼びかけた

り、「あやめＲｅｐｏ」で無料試乗券などを発

行し、ＰＲ活動を行っております。ご利用目的

に合った運行、負担の少ない料金体系により利

用拡大を図るため、先ほど申し上げた長井市地

域公共交通会議でまずは乗車いただきたく、き

っかけづくりを検討してまいります。 

 今泉議員がおっしゃるように、ヨークベニマ

ル本町店の閉店に伴い、買い物が困難な方々が

いらっしゃることは容易に想像できるところで

ございます。現在、運行しております市営バス

をご利用いただきますと長井市の南方の館町南

の郊外店、これはうめやさん、ヤマザワさん、

ヨークさんなどがございます。または北方の郊

外店、うめや北店、あるいはサンプラザなどに

買い物に利用できる時間帯もございますので、

利用保方法についても紹介しながら広報してま

いりたいと考えます。 

 市営バスにご乗車いただくのは買い物のほか

通院などの目的もさまざまございますので、議

員提案の買い物利用に特化したバス運行では複

雑な料金体系となり、市民の皆さんが混乱する

おそれもありますので、課題は多いのではない

かなと考えております。 

 なお、全国的には店舗が無料買い物バスを準

備し、お客様の利便性を図る取り組みもあるよ

うですので、そのような事例も調査しながら、

今後、長井地域公共交通会議で調査検討してま

いり、必要であれば次回のダイヤあるいは料金

体系の中で検討してまいりたいと思います。 

 次に、ヨークベニマル長井店撤退でまちなか

のにぎわい、中心市街地活性化をどうするのか

ということと長井市としての今後の方向性はど

うなるのかという点でございます。 

 市街地の中心部におきましては、長く市民の

生活を支えてきたスーパーの撤退を市としても

重く受けとめております。今回の撤退について

ヨークベニマル側から報告がありましたのは、

昨年11月20日のことでございましたけれども、

それ以前から市としても積極的にビルの保有会

社である株式会社タウンセンター等との情報交

換を行いながら、長井商工会議所やタウンセン

ターの代表出資者である山形中央信用組合等と

の協議を重ね、支援を検討しております。 

 現在の状況については民民の間で新たな出店

について交渉中でありますことから、この場で

具体的な状況をお話しすることは差し控えさせ

ていただきますが、スーパー及びテナントとし

て１階、２階をフル活用するには、いわゆる売

り場面積が5,000平米を超す相当な広さである

ことから、使い切れない面積部分、例えば２階

部分を要請によっては本庁舎以外に分散してい

る市役所機能と、市民から強いご要望をいただ

いている子供の遊び場等、子育て支援施設、あ

るいは老朽化が喫緊の課題となっております図

書館等の当座の施設、またお年寄りの新たなコ

ミュニティーの場として活用できるサロン等と

して活用していくことも検討してまいりたいと

思います。 

 最後に、市民の健康づくりということでご質

問をいただきました。 

 まず最初に、食生活改善推進協議会のさらな

る取り組みの推進への支援についてでございま

すけれども、食生活改善推進協議会の皆様には

地域の方々に食生活の大切さを広めるボランテ

ィアとして、日々地域に根差した活動をしてい

ただいてると大変感謝してるところでございま

す。議員からお話がありましたとおり、協議会

の皆様には長年にわたり減塩運動や地産地消の

推進など、多くの事業に取り組んでいただいて

おります。 

 今年度、食生活改善推進協議会で実施いただ

きました塩分・野菜摂取調査の減塩情報をどこ

から得ているのかの設問に対して、一番多いの
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はテレビでしたが、次いで食生活改善推進員か

ら情報を得ているという結果でございました。

地域の方との日常の会話の中で研修会等で学ん

だことを協議会の皆様に普及していただいてる

ことのあらわれであり、改めて感謝申し上げる

次第でございます。また、各地区の文化祭では

食改コーナーを設置していただき、バランスの

とれた食事の展示やレシピの紹介、パンフレッ

トの配布など、本当に多くの方々に食生活の大

切さを啓発していただいております。今後もこ

のような活動を続けていただくために事務局と

して研修会の開催や活動についての提案等をさ

せていただきたいと思います。 

 会員数をふやすための取り組みでございます

が、まずは食生活改善推進協議会の活動をより

多くの方に知っていただくことが大切であると

認識しております。今まで以上に市報やホーム

ページ、おらんだラジオなど、さまざまな媒体

を通して、生き生きと活動している食生活改善

推進員の方々の姿を伝えてまいりたいと考えて

おります。また、今年度の栄養講座では30代の

若い方が受講者７名のうち半数、３名いらっし

ゃいました。今後も若い世代の方に食生活改善

推進員として活動していただけるように積極的

に働きかけてまいりたいと考えております。 

 また、今泉議員からは糖尿病の予防や治療は

毎日の食生活や活動が大きく左右され、重要で

あるというご指摘をいただきましたが、本市の

糖尿病予防対策について申し上げさせていただ

きます。 

 平成26年度の特定健診結果を分析したところ、

血糖異常者の割合は、県平均が41.9％に対して

長井市が37.4％と県平均を下回っているものの、

平成21年度から26年度までの６年間の推移を見

ますと、県が2.3ポイントの上昇に対して本市

は10.1ポイントの上昇と、血糖異常者の割合が

急増しております。そのため平成28年度から疾

病予防対策といたしまして、糖尿病予防に力を

入れていきたいと考えているところでございま

す。 

 取り組みの一つとしては特定健診の糖尿病検

査で精度の高い検査を導入し、健康管理の意識

づけを図りたいと考えております。従来から行

ってきた空腹時血糖検査に加えて、40歳以上の

方全員にヘモグロビンＡ１ｃ検査を追加して実

施することにいたしました。健診結果説明会に

おきましても糖尿病予防をテーマとして取り組

み、糖尿病の発症予防や重症化予防に力を入れ、

要受診となった方には精密検査を促してかかり

つけの先生からご指導いただきたいと思ってお

ります。 

 また、糖尿病予防対策を強化するに当たりま

して、内科の先生からご指導いただきましたと

ころ、何よりも運動が大事であるとのことでご

ざいました。生活習慣の改善として運動習慣を

どのように定着させるかであり、長続きさせる

かであるかということでございました。運動習

慣を定着させるということはたやすいことでは

ございませんが、その取り組みの第一歩といた

しましても来年度から運動普及推進員の方に協

力をしていただき、ウオーキング教室を月２回

定期的に開催し、市民の方に気軽に参加してい

ただけるよう運動の機会を提供させていただき

たいと考えております。その結果、参加された

方々から自主グループが生まれ、その輪が広が

ればというふうに思っております。市民の方に

参加してよかった、もっと続けたいと思ってい

ただけるものを目指して、運動の習慣づけの事

業に取り組んでいきたいと考えてるところでご

ざいます。 

 これらの対策に加えまして……。ちょっと長

いな、これ。やはり食生活を通した対策、食生

活の改善が重要であると、急ぎます。認識して

おるところでございます。食生活改善推進協議

会の皆様にもご支援をいただきながら進めてい

ければと考えているところでございます。 
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 本市で行っている取り組みといたしましては、

ながい健康楽校がございます。市民への健康づ

くりにつきましては、長井市健康増進計画健康

日本21ながい第２次に基づいて進めております

が、健康について楽しく学んでいただくことを

目的に毎年ながい健康楽校を開催しております。

今年度は県立米沢栄養大学助教授の金谷先生を

講師にお招きし、「健康のための食生活」食事

メニューを選ぶ力をテーマに栄養についての研

修会を開催し、各年代から多数受講していただ

きました。平成28年度も開催予定ですので、多

くの方に受講していただき、食を通して健康に

ついて考えるきっかけづくりにしていただけれ

ばと思っているところでございます。 

 最後に、市民の健康づくりの推進のために栄

養士の待遇改善についてでございます。 

 行政栄養士の配置に関しましては、平成25年

４月11日付で山形県健康福祉部長から市町村長

宛てで、地域における行政栄養士による地域づ

くり及び栄養・食生活の改善についてという通

知が出されております。これは厚生労働省が都

道府県知事に宛てて提出している同名の通知を

受けて市町村長に出したものであり、内容は、

都道府県及び市町村は健康づくりや栄養・食生

活改善の重要な担い手である行政栄養士が優先

されるべき施策の企画、実施及び評価を行うこ

とができる体制を整備すること、健康づくり、

母子保健、介護予防及び介護保険、国民健康保

険等の地域保健対策の推進のための業務を担当

する部門に地域の実情に応じ、行政栄養士を配

置するよう努めること。栄養士に対する現任教

育を実施することを求めるものでございます。 

 議員からお話ございましたように、昨年の１

月15日付で県の栄養士会と国の日本栄養士連盟

山形支部の連名で長井市長及び長井市議会議長

宛てに、管理栄養士（行政栄養士）を正職員と

して配置するよう要望書が提出されております。

現在、本市では管理栄養士１名を臨時職員とし

て採用し、健康課に配置しているところでござ

いますが、業務内容についてはご承知のとおり

だと思います。置賜３市５町のうち管理栄養士

を配置しているのは米沢、南陽、高畠、川西、

長井の３市２町でございまして、このうち長井

市以外は正職員として採用しておりますので、

今後のことにつきましては、いずれ正職員とし

て採用の道を開かなきゃいけないというふうに

思っておりますが、管理栄養士に対する行政需

要等々を精査して、その上でどういう雇用形態

が望ましいかなどを検討してまいりたいと。い

ずれは正職員化も必要なんではないかと検討し

てるところでございます。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 ８番、今泉春江議員。 

○８番 今泉春江議員 反問などで時間をとりま

したので、再質問の時間がなくなりました。 

 まず、みずはの問題ですけども、これは法的

なことは今、訴訟ということで市長のほうから

も話がありましたので、訴訟の中ではっきりす

ると思います。しかし、これは長井市政の問題

でありますから、やはり今後も私は議会の中で

討論というか、議論をしてまいりたいと思いま

す。 

 そしてヨークベニマル問題ですけども、車や

自転車に乗れない方の買い物ということでご提

案申し上げましたけども、これは今後、検討す

る問題でなくて、本当に今々の問題ですので、

ぜひここはそういう方たちの、買い物難民のた

めに、買い物難民って言っちゃ失礼ですけども、

になった方のためにぜひ検討していただきたい

と。当分の間ということでお願いしたいと思い

ます。本当に今お会いする高齢者の方、それか

らやっぱり車に乗れない方、今は冬ですので、

自転車も乗れませんので、やはり歩いて向こう

まで買い物に行くというのは本当困難でござい

ます。今あるバスを利用してということですの

で、ぜひここは思い切って次の方向性が決まる

までの間、市もそこは緊急に対応すべきではな
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いかと思います。そのことを申し上げ、私の質

問を終わります。 

○渋谷佐輔議長 ここでお諮りいたします。 

 本日の一般質問の予定者は５名であります。

定刻の５時を過ぎることとなりますが、本日の

会議時間を延長することにご異議ございません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渋谷佐輔議長 ご異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定いたしました。 

 それでは、市政一般に関する質問を続行いた

します。 

 

 

 赤間 広議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位５番、議席番号10番、

赤間 広議員。 

  （10番赤間 広議員登壇） 

○１０番 赤間 広議員 公明党の赤間 広でご

ざいます。本日最後の一般質問となりました。

いましばらくの間おつき合いのほどをよろしく

お願い申し上げます。 

 迎える３月11日、東日本大震災の発災から丸

５年を迎えます。この５年間、公明党は被災３

県に国会議員や地方議員が入り、被災地との連

携を強め、被災者の声を国政に届け、未曽有の

大災害からの復興を力強くリードしてきました。 

 被災地では、立党精神に根差した公明党の現

場主義が光っています。例えば宮城県本部では、

５回にわたって仮設住宅入居者へのアンケート

を実施、お風呂の追い炊き機能の設置など、住

環境の改善を進めてきました。また、全国で地

方議員同士が連携し、宮城・岩手両県の瓦れき

処理を進めたほか、福島県本部と都議会公明党

が力を合わせて福島への旅行費用の一部を東京

都が助成する被災地応援ツアーなども実現しま

した。 

 被災地に響く復興のつち音とともに、インフ

ラや住宅の整備は着実に進んでいますが、今な

お17万4,000人もの方々が避難生活を余儀なく

され、風化と風評という２つの風の闘いが続い

ていることを忘れてはいけません。公明党は４

月から始まる次の５年間の復興創生期間を前に、

３月12、13日の両日、被災３県本部ごとに復興

会議を開催し、復興加速へ向け決意を新たに出

発いたします。被災者が希望を持ち、一人一人

が心の復興、人間の復興を遂げるその日まで、

徹して寄り添い、闘い抜いてまいる決意であり

ます。 

 それでは、通告書に従い、質問をさせていた

だきます。よろしくお願い申し上げます。 

 １点目は、バイオマス発電による排熱利用に

ついてであります。 

 平成29年春の稼働を目指して動き出している

このバイオマス発電は、林業再生及び地域再生

の視点から見て急がれる地方創生の切り札と期

待されております。バイオマス発電自体、大変

意義深い事業でありますけれども、最終エネル

ギー消費の５割は熱であり、電力は４分の１か

ら３分の１にすぎないと、現在でも給湯や暖房、

農業施設、産業用プロセス熱など、さまざまな

場面で大量の化石燃料が消費をされており、こ

れらは基本的にはバイオマスに代替可能なもの

であります。熱利用であれば地域に存在する木

材を利用しますので、輸送コストも抑えること

ができ、化石燃料の高騰から価格競争力も高ま

っており、ユーザーにとっても排熱利用という

メリットが大きいエネルギー資源ではないかと

考えます。バイオマス発電事業の進捗状況と検

討課題、今後の排熱利用の展開についてお尋ね

いたします。 

 次に、２点目の小型家電の回収事業について

であります。 

 この事業に対する市民の皆様から大変よい事 


